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AT A GLANCE

国内外で数多くの社会・産業インフラを構築してきた総合エンジニアリング会社として

事業活動を通じ、カーボンニュートラルな社会の実現と災害に強いレジリエントな街づくりに貢献します。

数字で見る日鉄エンジニアリング

4,004 億円
売上高（連結）

5,610 名
社員数（連結）

68 ％
男性育休取得率

5,478名
研修受講者数（延べ）

51％
脱炭素・低炭素商品
売上構成比率

27,559千t-CO₂
環境貢献商品によるCO₂排出削減効果

2025年3月末時点
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日鉄エンジニアリングの「サステナビリティ・レポート」は、当社グループが目指す持続可能な社会の実現に向けた
価値創造の取り組みや事業活動をサステナビリティの枠組みで整理し、多様なステークホルダーの皆様に、私た
ちの社会的使命とその具体的な貢献を分かりやすくお伝えすることを目的としています。
2025年度版では、トップメッセージ、事業活動、社員の姿、サステナビリティ基本方針、第三者意見を含む構成
で、前年度の取り組み内容を詳細にご報告します。

編集方針

SUSTAINABILITY REPORT 2025

CONTENTS

●   対象期間　2024年度（2024年4月1日～ 2025年3月31日）
※ 一部対象期間外の活動内容も含みます。

●   対象範囲　日鉄エンジニアリング（株）単体の活動を中心に、一部国内外のグループ会社を含む。

●   発行時期　2025年8月
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昨今、世界的に「カーボンニュートラル」、「サーキュラー・
エコノミー」といったキーワードのもと、社会・産業インフラ
の在り方が大きく見直されています。
国内に目を転じると、高度経済成長期に整備された社会

インフラの老朽化が進み、特に自然災害や大規模地震へ
の備えといった観点から、レジリエントな街づくりが喫緊の
課題となっています。また人口減少が進む中で、とりわけ深
刻なのが、生産年齢人口の急速な減少です。2020年から
2045年までの25年間で、総人口は約14％減と推計されて
おり、生産年齢人口についてはそれを大幅に上回る約22％
もの減少が見込まれています※1。この差が「需給ギャップ」、
つまり労働力需要はあっても供給を支える働き手が足りない
という状況を生み出し、深刻な社会課題になると予測されて
います。
社会構造が急速に変化する中、持続的発展が可能な社
会の実現に向けた取り組みを着実に推進していくことが、当
社としての重要な使命であると認識しています。

※1  出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」

（令和5年推計）

中期経営計画「2025目標と戦略」では、カーボンニュー
トラル社会の実現とレジリエントな街づくりを重点方針に掲
げ、事業活動を進めてきました。従来から取り組んでいる設
計・調達・施工（EPC）のみならず、部材供給や操業・メ
ンテナンス（O&M）など、社会・産業インフラの持続的な運
用を支える多様なサービスの展開を通じて価値あるソリュー
ションの提供に努めています。　
カーボンニュートラルの分野では、国内で初めてジャケッ

ト式基礎が採用された「石狩湾新港洋上風力発電所」の建
設プロジェクトを完遂し、2024年度は「北九州響灘洋上ウ
インドファーム」向けにもジャケット式基礎を製作・納入しま
した。これらのジャケット式基礎は当社の若松工場で製作し
ていますが、同工場ではGXサプライチェーン構築支援事業
の一環として、今後導入が期待される浮体式等洋上風力発
電設備の浮体基礎を高速・大量に生産するため大型クレー
ンなどの設備投資を行い、生産能力を飛躍的に増強します。
また、水深が深く波浪の影響を受けやすい海岸から離れた
オフショア域における海洋施工に豊富な実績とノウハウを有
する唯一の国内エンジニアリング企業として、港湾区域から
一般海域へと拡大していく洋上風力発電の建設に積極的に
取り組んでいきます。

TOP MESSAGE
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であり、こうしたニーズの拡大に対応するため、2024年に
は免制震デバイスの生産設備を大幅に増強しました。震災
からITインフラを守る当社の技術・製品により一層の期待
が寄せられています。

ソリューション提供の進化において、鍵となるのがDXです。
当社のDXに向けた取り組みは、この5年間で大きな進化
を遂げました。これまでは主に、設計段階において、3D設
計やBIM※2、AIを活用したコンピュテーショナル・デザイン
を導入し、仮説検証にかかる膨大な時間の大幅な短縮を実
現してきました。今後は設計にとどまらず、調達、建設を含
めたEPC全体をスマートエンジニアリングとして統合してい
くことが重要であり、それにより、働き手不足問題の解消と
生産性向上につながる成果が期待されます。今後はこれら
の成果をサプライチェーン全体に広げていきたいと考えてい
ます。

※２  Building Information Modeling の略。設計・施工・維持

管理に関する情報を集約して、建物の形状だけでなく、材料・

コスト・工程・性能などの属性情報を含む「建築情報モデル」を

構築する手法。

2024年10月には「CCS事業推進部」を新設し、CO₂の
分離・回収から輸送、液化・貯蔵、貯留に至るまで、 CCS
バリューチェーン全体にわたって一貫して最適化されたエン
ジニアリングサービスを提供するための体制を整えました。
当社は、プラントメーカーが持つ機械・電気・プロセス技術と、
ゼネコンが持つ土木・建築技術の両方を高いレベルで兼ね
備えており、それらの技術を高次元で融合できる点が他社
にはない強みとなっています。
また、当社がこれまで全国各地で建設してきた廃棄物処
理施設から発電されるCO₂フリー電力を地域の公共施設に
供給する「電力地産地消」や、当社独自のAI技術と蓄電池
を活用した再エネ電力の最適運用の他、エネルギー・トラ
ンジションにおける重要な取り組みとして、オンサイトエネル
ギー供給サービスでコージェネレーション（熱電併給）にも
力を入れており、(一財 )コージェネレーション・エネルギー
高度利用センターの「コージェネ大賞」産業用部門で通算7
回の受賞を獲得するなど高い評価を得ています。
レジリエントな街づくりという観点では、地震リスクへの備
えとして、当社はこれまで、物流施設、病院、半導体工場
などへ、自社で開発した高性能の制振・免震デバイスの導
入実績を重ねてきました。今後はDX時代を支える基幹イン
フラとしてのデータセンターにも本格的に展開していく予定

先行きが不透明で変化の激しい時代においては、これま
でにない新たな形で社会課題の解決に貢献することが求め
られています。当社にとって、価値創出の原動力となるのは
人の力であり、一人ひとりの成長の結集が、会社の成長に
つながると考えています。本レポートでは、人的資本経営を
特集記事のテーマに掲げ、社員同士が、働きがいと成長の
好循環について意見を交わしました。当社ならではの制度
や風土についても議論がおよんでいますので、ぜひご一読く
ださい。
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■  価値創造プロセス

■  「2025目標と戦略」のビジョン

OUTCOMEOUTPUTBUSINESS MODELINPUT

DX（デジタル・トランスフォーメーション）

人的資本
単独1,809名 連結5,610名（2025年3月31日現在）

技術資本
総合エンジニアリング力（プラント・鋼構造・海洋）

プロジェクトマネジメント

社会・関係資本
安全・品質・環境・コンプライアンス・サプライチェーン

ソリューション提供
オペレーション＆メンテナンス各種サービス

EPC
社会・産業インフラの設計・調達・建設、部材供給

■ 廃棄物発電 ■ 下水汚泥燃料化
■  再生可能エネルギー関連設備 
（洋上風力、バイオマス、地熱他）
■ 水素関連設備 ■ パイプライン
■ CCS・CCU ■ バイオマス利活用技術
■ 物流倉庫・システム建築
■ 免制震デバイス ■ 土壌浄化
■ 港湾整備 ■ 橋梁商品
■ コークス乾式消火設備（CDQ）
■ 電力供給 
■ オンサイト・エネルギー供給

■ 持続可能な循環型社会の構築
● カーボンニュートラル社会の実現 
● 災害に強いレジリエントな街づくり

■ 社会やお客様の課題解決への貢献

■ 社員の成長
様々な事業活動・経験を通じて社員が成長

社会・顧客の課題に真摯に向き合い、多様な事業で培った
技術・ノウハウを活かしてEPCに留まらず、サービスや部材
供給も含め最適なソリューションを生み出し、提供する。

社会・顧客課題への
最適なソリューションを提供1

特に、脱炭素化社会の実現と災害に強いレジリエントな街
づくりのための技術、サービスの社会実装により一層貢献
していく。

脱炭素化社会の実現、
国土強靱化社会の実現へ貢献2

左記を力強く進めるため、一人ひとりが志を磨き、生産性の
向上と業務の革新に継続して取り組む。

生産性向上と業務革新の継続3

現在の企業経営においては、非財務価値の重要性がます
ます高まっています。当社グループでは、2024年度に「人
権基本方針」を策定、「サステナビリティ基本方針」をアップ
デートし、非財務価値の維持・向上のための重要な指針と
して掲げています。本レポートでは、当社グループがサステ

ナビリティ基本方針に沿って実施している様々な活動の進捗
や達成状況をご紹介しています。ステークホルダーの皆様か
らご意見をいただき継続的な改善に取り組みながら、社会
の変化に柔軟に対応して常に新たな価値を提供する集団と
して、皆様から信頼される企業であり続けたいと考えていま

す。これからも温かいご支援を賜りますよう、どうぞよろしく
お願いいたします。

代表取締役社長 

石倭 行人
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日鉄エンジニアリングとSDGs
当社グループの事業分野は多岐にわたり、SDGsの達成に幅広く寄与しています。

ここでは、私たちの事業・取り組みとSDGsの17の目標との関連性について紹介します。

子ども食堂支援

当社が運営する障がい者農園でつくっ
た野菜を品川区内の子ども食堂へ提
供しています。

ZEB•省エネ建物プランニング  

建物で消費するエネルギーの収支を実
質ゼロにすることを目指したネット・ゼ
ロ・エネルギー・ビル（ZEB）の設計・
施工に取り組んでいます。

ごみ処理発電の地産地消

家庭や事業所から出たごみ処理の過
程で発生する余熱で発電し、その電
気を地元の公共施設に供給する「地産
地消電力」を各地で展開しています。

下水汚泥の燃料化・肥料化

ジェイコンビ®の下水汚泥燃料が、名
古屋市・北九州市で「菌体りん酸肥料」
に登録。燃料と肥料で資源循環を推
進します。

洋上風力発電

半世紀にわたる海洋鋼構造物の建設
実績を強みに、洋上風力発電施設を
設計・製作・施工。また、運転開始
後の操業・メンテナンスも提供します。

バイオマス発電プラント

木質バイオマスをはじめ、お客様の燃
料に合わせた発電プラントを提案。設
計から操業・メンテナンスまでワンストッ
プで対応します。

EMS実装による電力運用

蓄電池や制御技術を用いたEMS（エ
ネルギー・マネジメント・システム）を
活用し、再生可能エネルギーを最適
に運用します。

オンサイトエネルギー供給

最適なエネルギー設備を建設から操
業まで一括提供。2024年度は味の素
（株）九州事業所の取り組みが評価さ
れ、「コージェネ大賞」の産業用部門
で理事長賞を受賞しました。

CO₂分離・回収

ESCAP®技術を用いたCO₂分離・回
収に取り組み、低エネルギー・高純
度回収を実現。CCUSへの展開を進
めています。

VISION ZERO
認定

タイのグループ企業TNSの取り組み
を国際社会保障協会などがVISION 
ZEROに認定。安全衛生活動を推進
しています。

再生可能エネルギー施設の開発 •建設や工場のエネルギー効率の改善などを通じて、
カーボンニュートラルな社会の実現に貢献しています。

情熱•先端
Mission-E

中高生がエンジニアリング手法で社会
課題を解決する体験型次世代育成プ
ログラムを、関東地区・北九州地区
で展開しています。

えるぼし認定
（2段階目）

女性活躍推進の取り組みが優良な企
業に与えられる認定マーク「えるぼし（2
段階目）」を取得しています。

➡ 詳細はP26

VISION ZERO 認定式・受賞式

MFLP横浜新子安

西いぶりエコファクトリー
ごみ発電地産地消事業

石狩湾新港洋上風力発電所 広畑バイオマス発電所

ESCAP®（北海道室蘭市）

若松工場の太陽光発電と
蓄電池

味の素（株）九州事業所のコージェネ設備造粒乾燥ペレット
➡ 詳細はP23
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キャリアと育児の
両立支援

男女ともに育児休業を柔軟に取得でき
る職場づくりに取り組み、キャリアと育
児の両立を支援しています。

溶融スラグの
肥料利用

一般ごみの溶融処理で排出されるスラ
グを、可溶性ケイ酸とアルカリ分を含
む肥料として稲作に活用。収穫量の向
上を実現します。

技術革新を通じて、レジリエントな
社会 •産業インフラを構築しています。

廃棄物処理施設の建設と操業

廃棄物処理施設の建設、運営・維持
管理を通じて安定した市民生活を支
え、資源循環型社会の形成や地域の
防災拠点としても貢献しています。

制振・免震技術

高性能な耐震・制振・免震デバイス
で地震被害を低減。建物の安全性と
利用継続性を高め、人命と暮らしを守
ります。

環境にやさしく災害に強い街づくりを
推進しています。

日本の漁業の課題解決に
取り組んでいます。

私たちは、SDGsにおける17の目標のうち、当社グループの事業活動を通じて
特に大きく貢献できる右の6つを、重点的に取り組む対象として掲げています。

Our Focus Goals

「日鉄エンジの森」
活動

当社グループが一般廃棄物処理施設
の操業を担う高知県四万十市で、地
域交流を通じて森林保全に取り組んで
います。

➡ 詳細はP25

➡ 詳細はP18

➡ 詳細はP23

GXリーグ加盟

GXリーグ加盟により、多様なステーク
ホルダーとの連携を強化し、持続可能
な社会の実現に向けた共創を推進しま
す。

大型物流施設

物流の中核である物流施設の建設を
通じて、鋼構造技術で防災・環境・
地域共生に貢献し、持続可能な社会
基盤を創出しています。

MFLP・LOGIFRONT東京板橋

スマート洗浄サービス

超音波技術とDX技術でプラント設備
の汚れを洗浄・予防するメンテナンス
サービスにより、エネルギー効率改善
や環境負荷の低減に貢献します。

HiPEA EcoFUL®（ハイパーエコフル®）

天竜エコテラス
浜松市天竜清掃工場

鉄の免震装置「NS-SSB®」

表層型浮漁礁

回遊魚を引き寄せる鋼製の浮体構造物
を活用し、漁業の効率化を支援。漁業
者の負担を軽減し、持続可能な漁業の
実現に貢献します。

土佐黒潮牧場（黒牧）14号

エンジニアリング功労者賞受賞

自動給餌設備とAI活用の生産管理シ
ステムで、養殖業の生産性・効率性
を向上。（有）泉澤水産との取り組み
が評価され、2024年度「エンジニアリ
ング功労者賞」を受賞しました。エンジニアリング功労者賞 授賞式

NSカバープレート®

橋桁を劣化要因から守り、内部は常
設足場に利用。環境負荷低減と安
全・効率的な定期点検を実現します。
2024年度グッドデザイン賞を受賞。
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SPECIAL
FEATURE

バイオエタノール燃料の社会実装に向けて

次世代自動車燃料として、バイオエタノールが注目されています。日鉄エンジニアリングは、バ

イオマス由来のエタノール燃料生成技術に早期から取り組み、現在は非可食性セルロース系

バイオマスを原料とする第2世代バイオエタノールの製造技術に注力。2024年には、次世代
グリーンCO₂燃料技術研究組合（以下、raBit）より受注した第2世代バイオエタノール生産
設備を福島県大熊町に竣工しました。バイオエタノールの製造技術開発の歩みを振り返りな

がら、カーボンニュートラル社会の実現を目指す当社の取り組みをご紹介します。

持続可能な
自動車燃料への道

特集1

トップメッセージ 日鉄エンジニアリングとSDGs 特集
特集1 特集2

非財務・財務ハイライト 第三者意見
環境 社会 ガバナンス
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2006

2007

2008

2012

2009

2013

2010

2014

2011

2015

2016

2005

2017

2019

2018

木
質
系
バ
イ
オ
マ
ス

草
本
系
バ
イ
オ
マ
ス

食品廃棄物から始まった燃料開発の挑戦
脱炭素社会実現の鍵として
注目が集まるバイオエタノール燃料

バイオエタノールとは、バイオマス（再生可能な生物資源）
を原料として製造されるエタノールです。植物由来のバイオマ
スを原料とするバイオエタノールは、持続的な供給が可能であ
り、また燃焼時に排出されるCO₂は、植物が成長過程で大
気中から吸収したCO₂とほぼ同量です。そのため、大気中の
CO₂を増やさない「カーボンニュートラル」な燃料とされていま
す。バイオエタノールは、ガソリン代替を中心に、様々な分野
で活用が期待され、研究開発が進んでいます。

食品廃棄物やみかん残渣
さ

を原料とする
第1世代バイオエタノール

当社がバイオエタノール製造技術の開発に着手したのは
2005年。NEDO（新エネルギー・産業技術総合開発機構）
の実証事業でした。当時、食品廃棄物のリサイクル率は20％

程度で、当社はこの未利用バイオマス資源に着目。廃棄物焼
却施設とバイオエタノール製造プラントを併設し、廃棄物処理
時の熱や電力、さらにエタノール製造後の残渣焼却時のエネ
ルギーも製造工程に活用するといった多段階利用を実現しま
した。製造したエタノールは、事業を共同実施した北九州市
の公用車に使用され、地域循環型モデルを実証しました。
その後2008年からは、愛媛県のジュース工場で発生する
みかんの搾りかす（搾汁残渣）を活用した実証事業を開始。
糖分を含む搾汁残渣を発酵・蒸留し、2010年には1日当た
り5,000Lの生産能力を持つ設備を新設。製造したエタノール
が自動車やボイラーの燃料として活用できること、副生する廃
液が肥料として効果があることが確認されました。
これらの糖・でんぷんを含む可食性バイオマス由来のエタ
ノールは「第1世代バイオエタノール」と呼ばれます。当社はこ
れまでの成果を踏まえ、次のステップとして、非可食性バイオ
マスを原料とする「第2世代バイオエタノール」の製造技術開
発に着手。第1世代と異なり食糧と競合しないため、サステナ
ビリティの観点から早期普及が期待されていたのです（下図）。

砂糖やでんぷん等の可食性バイオマスからつくるものを
「第1世代バイオエタノール」、草木等の非可食性のセルロー
ス系バイオマスを原料とするものを「第2世代バイオエタノー
ル」と呼び、後者は食糧と競合しないメリットがある。

バイオエタノールの「第1世代」と「第2世代」

バイオエタノール事業の歩み

NEDOセ ル
ロース系エタ
ノール革新
的生産シス
テム開発

2009年

環境省地球
温暖化対策
技術開発事
業

2008年

NEDOバ イ
オマスエネ
ルギー地域
システム化
実験事業

2005年

環境省途上
国向け低炭
素技術イノ
ベーション創
出事業（フィ
リピン）

2012年

食
品
廃
棄
物

み
か
ん
残
渣

商
業
運
転

第1世代

第2世代

バイオエタノールの区分 第1世代バイオエタノール 第2世代バイオエタノール

原料

食糧との競合 する しない

可食性である糖・でんぷん成分 非可食性であるセルロース成分

サトウキビ、トウモロコシ、
テンサイなど

バガス、稲わら、麦わら、
 木質チップなど

10SUSTAINABILITY REPORT 2025



外
販
へ

第2世代バイオエタノール生産設備を受注
企業の垣根を越えて連携し
第2世代バイオエタノール製造法を確立

第2世代バイオエタノールは、原料となるセルロース系バイ
オマスの化学構造が非常に強固なため、糖化しやすくするた
めの前処理工程を伴います。また、製造コストの高さも普及
の壁となっており、経済性の確保が課題です。
当社は2009 年から木質系バイオマスのエタノール化技術
の開発に取り組み、ユーカリからのエタノール製造実証事業
に参画。2012年にはトヨタ自動車（株）と草本系バイオマ
スのエタノール製造技術の共同開発を開始しました。さらに
2015年からはフィリピンの製糖工場とバガス（サトウキビ残
渣）を原料とした製造システムの構築を進めました。
第2世代バイオエタノールの製造プロセスは4工程に分かれ

ており、工程全体の効率化とコストの低減が商用展開に向け
た大きな課題でした。当社はトヨタ自動車（株）との連携を通
じて、前処理・発酵プロセスの最適化・高効率化を図る一
方で、糖化工程におけるコスト課題に対応するため、花王（株）
と糖化酵素のオンサイト生産技術を共同開発し、酵素コスト
の大幅削減に成功しました（下図）。
このように、異なる専門性を持つ企業とそれぞれの分野で
連携しながら技術的課題を克服することで、当社は第2世代
バイオエタノール製造プロセスを確立しました。そして、2022
年12月にはraBitより第2世代バイオエタノール生産設備（酵
素オンサイト生産設備は除く）を受注。当社にとって初の外
部顧客への設備提供案件となり、これまでの技術開発の成
果が社外での活用へとつながる重要な一歩となりました。

2022.12 raBitより「第2世代バイオエタノー
ル生産設備」を受注

次世代グリーンCO2燃料技術研究組合
Research Association of Biomass Innovation 
for Next Generation Automobile Fuels
略称：raBit（ラビット）

2022年7月、国内の自動車メーカーや石油会社、商社
によって設立。カーボンニュートラル社会の実現のために、
水素・酸素・CO₂を最適に循環させて、効率的な自動
車用バイオエタノール燃料製造の技術研究を推進する。
https://rabit.or.jp/

第2世代バイオエタノール製造プロセス

高濃度CO₂ 低縮合リグニン

2020

バイオエタノール糖 化前処理（蒸煮） 発 酵 蒸 留

酵母

酵素オンサイト生産技術

酵素

2024.11 「第2世代バイオエタノール
生産設備」竣工式

出典：「raBit公式サイト」
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バイオエタノール燃料を社会実装するために
地域に根差したバイオエタノール製造で
脱炭素への道筋を描く

2024年冬、当社が第2世代バイオエタノール生産設備
を納入したraBitの施設が福島県大熊町に完成し、現在は
効率的な製造技術の確立に向けた実証研究が進められてい
ます。
原料には、土地に適したイネ科植物「ソルガム」が採用され

ています。これは地域の自然条件を活かし、経済性と持続可
能性を両立する戦略的な選択です。また、稲わらやバガスな
どの同じイネ科植物も同一設備で処理可能な設計となってお
り、今後はソルガム以外の原料を用いた製造技術の研究も
視野に入れられています。
当社としては、raBitでの取り組みを通じ、地域で入手しや
すい未利用植物資源を活用したバイオエタノール製造技術の

実用化を推進しています。原料調達から製造までを現地で一
貫して行うことで、コスト削減や輸送時のCO₂排出低減が期
待されます。
また、発酵過程で発生する高濃度CO₂や副産物である低
縮合リグニンについても、炭酸飲料や工業用途への有効活
用などネガティブエミッションの実現に向けた検討を進めてい
ます。
2024年11月には政府よりガソリンへのバイオ燃料混合目
標が発表され、バイオエタノールへの関心は一層高まりまし
た。既存のエンジン車を活かしながらCO₂排出を削減できる
ことから、自動車社会のカーボンニュートラル化への現実的
なアプローチとして注目されています。当社は今後も、経済性
と環境性能を両立したバイオエタノール製造技術の提供を通
じ、カーボンニュートラル社会および循環型社会の実現に貢
献していきます。

高効率な製造技術の確立で
バイオエタノール燃料の供給拡大を共に目指す

CLIENT’S  VOICE

カーボンニュートラル社会の実現に向け、自動車業界で
は多様な取り組みが進められていますが、本研究組合では、
燃料の見直しを重要な課題と捉え、福島県大熊町に建設し
たバイオエタノール生産研究設備にて、自動車用バイオエタ
ノール燃料の効率的な製造技術の確立に向けた研究を進め
ています。
本設備の建設において、日鉄エンジニアリング様には、こ

れまでの実証事業で培われた高い技術力を発揮していただ
き、深く感謝しています。また、竣工後も継続的な技術サポー
トをいただいており、大変心強く感じているところです。
本設備には国内外から多くの見学者が訪れており、バイ

オエタノールへの関心の高まりを実感しています。今後も連
携を一層深めながら、安定稼働、低コストでの増産、CO₂
の有効活用に向けた研究を通じて、バイオエタノール燃料の
供給拡大を着実に進めたいと考えています。

次世代グリーンCO2燃料技術研究組合

（トヨタ自動車株式会社）

理事長
中田 浩一様

入社以来、バイオエタノール製造の研究から事業化まで幅広く携わってき
ました。トヨタ自動車（株）様との共同開発では糖化・発酵技術の最適化に
携わり、福島プロジェクトの基本プロセスを確立。実行段階では排水処理
設備の設計を担い、実績のない中で試験と調整を重ね、設備化を実現し
ました。研究成果が形となり、そこからエタノールが生成された瞬間は、長
年の努力が実を結んだことに胸が熱くなりました。今後も持続可能な社会の
実現に向け、次世代につながる技術の布石を打っていきたいと思います。

技術開発研究所
カーボンリサイクル技術室

前川 夏季 Maekawa Natsuki

フィリピンの実証プラントでの経験を活かし、福島プロジェクトでは受注
前から試運転まで一貫して携わりました。特に、実績のない原料を用いた
新規プロセスの試運転では数々の課題に直面しましたが、チーム一丸となっ
て一つひとつ解決していきました。設計段階から関わった設備が想定通り
に稼働し、ソルガムがエタノールへと変換される工程を確認できた瞬間は、
言葉にできない感動がありました。本技術が脱炭素社会の実現の一助とな
るよう、今後はより大規模な商業機への展開を目指します。

プラント本部 計画技術部
脱炭素計画技術第一室

土谷 肇太 Tsuchiya Keita

Engineer’s Voice Engineer’s Voice
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2011年入社。財務にてインド子会社
の立ち上げに参画。製鉄プラント事
業の国内営業、事業企画を担当後、
育児休業※1を経て財務業務に従事。

人が挑み、組織が進化する

働きがいと成長の好循環
特集2

人的資本を最大限に活かす鍵は、一人ひとりの挑戦と成長にあります。

先輩・後輩社員の対話から、働きがいと成長が循環する職場の可能性を探ります。

都市インフラ営業本部
建築営業部

田坂 道紀
Tasaka Michinori

2020年入社。営業企画・事業企画を
経て、現在は物流施設などの建築営
業を担当。顧客対応や社内調整を通
じ実務経験を積んでいる。

サービスビジネス本部 
サービスビジネス推進部

渡邉 優太郎
Watanabe Yutaro

2016年入社。地熱発電の制御設計や
養殖システム開発を経て、2022年より
マサチューセッツ工科大学（MIT）大
学院に留学。修了後はエネルギーマネ
ジメントシステム開発に従事。

海洋本部 
洋上風力設計技術部

桒垣 晶乃
Kuwagaki Akino

2022年入社。洋上風力基礎の設計に
従事し、設計・製作管理・施工検討を
経験。年齢に関係なく意見を求められ
る職場で、専門性を高めている。

名角 麻里奈
Nazumi Marina

1

1

2

財務部
財務総括室

2

3

3

4

4

トップメッセージ 日鉄エンジニアリングとSDGs 特集
特集1 特集2

非財務・財務ハイライト 第三者意見
環境 社会 ガバナンス
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SPECIAL FEATURE
働きがいは、人生と組織を豊かにする

渡邉　私にとって、仕事は人生を豊かにする大切な要素です。
知的好奇心を刺激される業務に取り組み、世代を超えた仲間
と協力して成果を出す過程で得られる達成感は、何ものにも
代え難いです。現場で困難を乗り越え、先輩やお客様と世代を
超えて一丸になれた瞬間は忘れられません。
名角　働きがいを実感することで「この会社をもっと良くした
い」という気持ちが芽生えると考えています。前向きな意識が、
組織の活性化や成長につながっていくのではないでしょうか。
桒垣　私も「働く意味」について考えてみると、かつてのように
一つの会社で生涯働き続けることが一般的ではなくなった今、
自分がなぜこの会社にいるのか、どんな価値を見い出している
のかを見つめ直すことが重要になっていると感じています。
田坂　私も桒垣さんの意見に近い感覚があります。私は、働き
がいのある仕事には、社員の定着・生産性向上・成果最大化と
いう3つの効果があると考えています。やりがいを持てる仕事は
継続したくなりますし、モチベーションが高まれば業務のスピー
ドも上がり、自発的に取り組むことで成果も上がる。社員が働
きがいを持つことは、企業の持続性にもつながると思います。
渡邉　田坂さんの「働きがいが企業の持続性につながる」とい
う視点は、まさに人的資本経営の本質ですね。個人の充実と
組織の成長は、密接に結びついていると思います。

制度と風土が支える、私たちの働き方

名角　当社の制度を考えると、私は夫が単身赴任中で1歳と3
歳の子どもを育てながら働いていますが、在宅勤務制度※2には
本当に助けられています。子どもの急な体調不良にも柔軟に対
応できる心強い支えです。
渡邉　私も在宅勤務やフレックスタイム制度※2は活用してい
ます。年次有給休暇はすべて消化しており、プロジェクトの合
間には両親を連れて2週間の海外旅行にも行きました。制度自
体は他社と大きく変わらないかもしれませんが、周囲の理解と
サポートがあることで、安心して制度を活用できるのは、当社な
らではと感じます。
田坂　私は基本的に出社してい
ますが、それは所属する建築営業
部の特性として、部内や設計部門
との密な連携が重要だと考えて
いるためです。人間関係に恵まれ、
アットホームな雰囲気があるおか
げで、出社を前向きに捉えられています。
桒垣　確かに、当社はコミュニケーションが取りやすい環境で
すね。私が所属する洋上風力設計技術部は、普段は一人で作
業する時間も多い部署ですが、業務上の疑問や検討事項が出
てくると先輩・上司との雑談の延長で技術的な議論が始まる
こともあり、風通しの良さが業務の進めやすさにつながってい
ます。また、定期的な1on1ミーティング※3は、技術的な疑問や
キャリアのことを率直に相談できる貴重な時間です。

成長の実感は、挑戦と対話から生まれる

名角　私にとって、インドの子会社で事業化支援に携わった
ことは、大きな成長の機会でした。当時は入社4年目でしたが、

現地スタッフや駐在員と連携しながら課題を整理し、解決に向
けて自ら動く中で、責任感が一段と強まりました。知識や経験
が十分でない中でも対話を重ね、前に進んだことが、自信につ
ながったと感じています。

渡邉　私は、「大規模沖合養殖
システム」の開発が大きな挑戦と
なりました。正解のない中で、多
方面の関係者と試行錯誤を重ね、
お客様の社長を巻き込んで、意思
決定に導けたことは貴重な経験で
した。その後、社費留学制度※4を

利用して米国MIT大学院に留学しましたが、大学への推薦状は
その社長にも書いていただきました。留学に際しては、上司やプ
ロジェクトメンバーの前向きな支援もあり、仕事や自分個人の
成長、いずれも周囲のサポートがあってこそだと感謝しています。
当社には成長を支援する風土があると、身をもって感じました。
田坂　渡邉さんのお話にも通じますが、私は「どんな事業に関
わるか」と同じくらい、「誰と、どう働くか」が成長に影響すると
思います。気軽にコミュニケーションが取れる環境が、視野を
広げ、考えを深める助けになっています。
桒垣　私も、1on1などで上司や先輩たちの考え方、姿勢に触
れることで、自分の視点も磨かれていきます。対話から得られる
学びは大きいです。

制度と風土が支える、
成長する職場のかたち
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キャリアは描くもの、育てるもの

田坂　私は現在の業務を通じて、明確な成長イメージを描い
て取り組むよりも、目の前の仕事に全力で打ち込む中で成長
を感じていますが、少し先の自分を思い描くことは成長におい
てどのように大切なのでしょうか？
渡邉　私は「なりたい姿」か
ら逆算して行動することを意
識しています。例えば留学を
目指していた時期には、留学
を見据えてプロジェクトに関
わっていました。目標が明確
だったことで、日々の選択や
行動にも迷いがなく、多くの
経験を積むことができました。
名角　全力で取り組むときも、「尊敬する先輩ならどう考える
か」を意識することで、自分の視点が一段高くなり、業務の意
味や広がりが見えてくる気がします。その結果、成長につながり、
自分のキャリアを自分で育てているという実感も持てるように
なりました。
渡邉　田坂さんのように、目の前の仕事に真摯に向き合う姿
勢も、とても大切だと思います。私も常に明確な目標があるわ
けではありませんが、そうした曖昧な時期でも、アンテナを張っ
て仕事に取り組んでいると、自然とやりたいことが見えてくると
感じています。キャリアは「描くもの」であると同時に、「育ててい
くもの」でもある―そんな実感を持っています。

一人ひとりの挑戦が、組織の未来をつくる

桒垣　皆さんのお話から、キャリアの築き方には様々な形が
あると改めて感じました。現在、洋上風車基礎の設計に携わり、

働きがいを持って取り組めていますが、時には希望する業務と
実際の担当業務が一致しないこともあると思います。そうしたと
き、先輩方はどのように向き合ってきましたか？
渡邉　私も似た経験がありますが、自分から意思を伝えて、希
望する仕事の機会を得ました。今は部下を持つ立場になり、若
手が考えを発信してくれることのありがたさを日々実感してい

ます。「自分の意思を持ち、伝
えること」が、自分らしいキャ
リアを築くきっかけになると
伝えたいです。
桒垣　なるほど。思い返すと、
私は入社当時コロナ禍だっ
たため、「現場を見る機会が
ほしい」と上司に伝えたとこ

ろ、当社の若松工場で長期の現場研修の機会を得た経験が
あります。自分の意思を言葉にすることで、環境が変わることを
実感しました。
名角　私も、自分の考えを持って一
歩踏み出すことは、たとえ小さくても、
組織にとって大きな意味を持つはず
だと考えています。座談会を通じて、
若手の皆さんには、迷いながらでも前
に進んでほしいと思いましたし、私自
身も改めてその姿勢を大切にしてい
きたいと感じました。

アンテナを張り
仕事に全力で向き合えば、
やるべきことが見える

Pick Up

※1　育児休業
ライフステージに応じた働き方を選べるよう、性別を問わず育児
休業の取得を支援。特に、男性社員の取得率・日数は全国平
均を上回り、多様性の尊重や女性活躍支援につながっています。

※2　柔軟な働き方
フレックスタイム制度や在宅勤務制度を整備し、時間や場所に
とらわれず、柔軟に働ける環境づくりを進めています。

※3　1on1ミーティング
上司と部下が定期的に対話する1on1ミーティングでは、業務
進捗だけでなくキャリアや悩みの共有を通じて、信頼関係の構
築と組織の活性化を図ります。

※4　社費留学制度
選抜社員が海外大学院などで専門知識と国際的視野を養う機
会を提供します。新たな価値創造に挑み、それを社内外へ還元
することが期待されています。
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SUSTAINABILITY
POLICY
私たち日鉄エンジニアリンググループは、持続可能な循環型社会の構築に向けて、長年に

わたり多様な事業で培った技術・ノウハウを活かして、最適なソリューションを生み出し提

供いたします。その実現のために、以下のサステナビリティ基本方針を掲げ、社会やステー

クホルダーの皆様から信頼される会社であり続けます。

環境品質 安全衛生

調達 人権 人財 社会貢献

コンプライ
アンス

■  サステナビリティ基本方針

OUR MISSION

企業理念

SUSTAINABILITY POLICY

サステナビリティ基本方針

OPERATING RULES

各種業務規定

OUR VALUES

価値基準  大切にすべき価値

現場 技術 人財 公正

一歩先をいく技術とアイデアで、
お客様に最適なエンジニアリング

ソリューションを提供し、グローバルな
社会・産業の発展に貢献します。

トップメッセージ 日鉄エンジニアリングとSDGs 特集
特集1 特集2
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操業によるCO₂排出削減実績
TOPICS

グループ会社の日鉄環境エネルギーソ
リューション㈱（NSES）の廃棄物発電事業
所では、運転で消費する化石燃料使用量
の削減や廃棄物発電による売電量拡大を通
じ、操業委託元のCO₂排出削減に貢献して
います。

27,559
環境貢献商品によるCO₂排出削減効果■  目標と指標

■  環境マネジメント

■  商品を通じた環境貢献

カーボンニュートラル社会の実現に向けて、以下の目標を掲げ取り組んでいます。

当社の環境・エネルギー部門では、ISO 14001認証規格に基づき、環境マネ
ジメントシステムを実施しています。さらに、このアクションが有効に実施されてい
ることを内部監査と外部監査 (ISO認証機関 )で確認しています。

環境貢献商品※1を通じてお客様のCO₂排出削減に寄与し、カーボンニュート
ラル社会の実現に貢献しています。

●  現場・オフィスのCO₂削減目標として
以下を掲げ、取り組みを推進。

・ 2030年におけるCO₂排出量を2013年
度比で50%削減
・ 2050年カーボンニュートラルの達成
●  2025年までに脱炭素・低炭素商品の
売上構成比率50%超を達成。

23,195
25,581

27,559

202420232022 （年度）

ZEB

ジェイコンビ®

コージェネ設備

地熱発電設備

風力発電設備

バイオマス発電設備

廃棄物発電設備

CDQ

 NSES事業所のCO2排出原単位平均の推移※1

2013 2023

31

72

107 NSES事業所のCO2排出原単位
環境省によるCO2排出量の目安※2

（年度）

※1  ごみ起因のCO₂排出量は含まない

※2   「廃棄物処理部門における温室効果ガス排出抑制等指針マ
ニュアル： 2012年3月環境省」における燃料式溶融施設による

※1  製鉄プロセスにおけるコークス乾
式消火設備（CDQ）、廃棄物発電
設備、バイオマス発電設備、風力
発電設備、地熱発電設備、コー
ジェネ設備、下水汚泥固形燃料
化システム（ジェイコンビ®)、ZEB

※2  当社が2024年度までに国内外に
建設した環境貢献商品が産出し
た電力量を国内電力の排出係数
等を用い、それぞれの設備特性を
踏まえた稼働率を前提とし、試算
したCO₂削減効果

環境
Environment

日鉄エンジニアリンググループは、環
境の保全と事業活動の両立を、経営
の根幹であると認識し、以下の方針
に従って事業活動を推進することで、
持続可能な社会の発展に貢献します。

基本方針

1.  環境の保全に関連する法律、条令や国な
どが定めるガイドライン・目標等を遵守・
尊重します。

2.  温室効果ガスの排出削減、大気・土壌の
汚染防止、水資源の保全と管理、廃棄物
の発生抑制、省資源・リサイクルの推進、
生物多様性への配慮などを通じて環境の
保全に貢献します。

3.  脱炭素・循環型社会の構築に資する技術・
商品の開発・社会実装に責任感とスピード
感を持って取り組みます。

4.  環境汚染の防止に関する教育・啓発活動
を推進し、環境保全に対する意識と知識の
向上を図ります。 

千t-CO2
（年度）2020

30
%

2021

37
%

2022

46
%

2023

56
%

2024

51
%

2025

目標
50
%

■ 脱炭素・低炭素商品売上比率推移

■ 環境貢献商品によるCO₂排出削減効果※2　[  千t-CO₂  ]

71.1%

対2013年度比
削減率

[  kg-CO₂/t-ごみ  ]

2024年度

トップメッセージ 日鉄エンジニアリングとSDGs 特集
特集1 特集2
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2013 2022 2023 2024（年度）

19.4

14.1

10.4 10.2

基準年度

■ CO2排出量原単位推移
 　[  t-CO₂/億円  ]

■ GHG排出量および
    エネルギー使用実績（2024年度）/連結

■  脱炭素に向けた現場とオフィスの取り組み

■  循環型社会の構築・環境保全の取り組み

建設現場における活動
建設工事段階におけるCO₂削減に向けた具体的な取り組み

として、建設現場で使用する重機や発電機への軽油代替燃料
の採用や、仮設事務所におけるグリーン電力の利用を推進。
電動重機の試験的導入にも取り組んでいます。
さらに、2023年度からは全現場、全工期を対象に排出量の
把握を徹底し、活動成果の可視化とデータ精度の向上を図る
ことでさらなる改善に向けた基盤を強化しています。

現場およびオフィスにおける廃棄物の抑制・再資源化の目標を定め、廃棄物量の削減に取り組んでいます。
現場においては産業廃棄物の発生抑制に努め、97%以上のリサイクル率を実現しています。北九州技術センター

では、ペーパーレス化や古紙リサイクル活動により、2016年度比で一般ごみ排出量を約55％削減。食品残渣リサイ
クル活動も継続的に推進しています。
また、各現場においては、生態系の健全性と機能を維持・回復するための実施対策を講じており、生物多様性
の保全にも取り組んでいます。

オフィスにおける活動
各拠点でオフィス電灯のLED化

などの設備更新・節電により、省エ
ネルギー施策に取り組んでいます。

2013 20232022 2024（年度）
基準年度

3,723

2,7482,853 2,656

産業廃棄物総排出量 178,442 ton

回収再利用廃棄物量 175,204 ton

（内、有害廃棄物量） 279 ton

直接埋立量 3,238 ton

リサイクル率 98.2 %  

廃プラスチック量 950 ton

水使用量 34,900 m3

大気汚染物質 NOX発生量 87 ton

大気汚染物質 SOX発生量 5 ton

● 排出抑制目標 2020年度に対し5％削減
（2020年度実績716.0ton）

● 再資源化目標 建設工事現場でも発生抑制・
再利用・再資源化の推進

オフィスにおける発生抑制・
再利用・分別

GHG排出量 Scope 1+2 114,831 t-CO2

Scope 1 108,586 t-CO2

Scope 2 6,245 t-CO2

総エネルギー消費量 2,460,137 GJ

再生可能エネルギー消費量 131,860 kWh

47.4 %対2013年度比
削減率

廃プラスチック類産業廃棄物の抑制・再資源化等に
関する目標（目標年度：2025年度）

■ 環境関連データ（2024年度）

当社が操業するごみ処理施設（シャフト炉式ガス化溶融炉）で一般ごみを高温
で溶かして処理する際に産出される「溶融スラグ」は、天然砂と同レベルの安全
性を有し、CO₂フリーな資源として有効利用されています。農業分野では稲作肥
料として使用することで収穫量増加につながり、漁業分野では藻場ブロックとし
て水産資源の育成に貢献するなど、資源循環型社会の実現に寄与しています。

農林水産省・（独法）農林水産消費安全技術
センター（FAMIC）にケイ酸質肥料として
本登録されました。

多様な水産資源を育む
藻場ブロックとしても利用されています。

TOPICS 溶融スラグでつなぐ資源循環

■ CO₂排出量推移　[  ton  ]

トップメッセージ 日鉄エンジニアリングとSDGs 特集
特集1 特集2
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品質向上の原動力、RCA
TOPICS

RCA（Root Cause Analysis：根本原因分析）
は、トラブルの「事実」と「連鎖」を丁寧に掘
り下げ、再発防止のために仕組みや風土を変
えるアプローチです。当社では2015年度から
研修を開始し、2024年度までに約700名が
研修を受講。2023年にはタイ現地法人TNS
でも実施しました。課題を変革へつなげる手
法 として、RCAの普及に取り組んでいます。

品質
日鉄エンジニアリンググループは、お
客様に信頼されご満足いただける商
品・サービスを提供するため、高い
水準の品質確保と技術革新に取り組
みます。

基本方針

約590名

品質教育受講者数（延べ）Quality

1.  ISO 9001に則った品質マネジメントシステ
ムに基づく商品・サービスの提供プロセス
を確実に実行し、そのシステムを維持・改
善します。

2.  商品・サービスの提供にあたっては、契約
内容や法令・基準等に従い、顧客の要求
事項を誠実に実現します。

3.  継続的な教育を通じ、社員一人ひとりの品
質意識向上に取り組みます。各部門のベス
トプラクティスや課題を共有することにより、
組織全体の品質マネジメントレベルの向上
につなげます。

2024年度

■  品質マネジメント

■  品質・技術上の課題抽出と対策

■  品質教育・啓発活動

お客様に信頼されご満足いただける商品・サービスを提供するために、品質
管理の基本的な考え方を「品質マネジメント基本規程」と「品質保証マネジメン
ト規程」に定めています。これらを基盤として、品質マネジメントシステム（QMS）
を構築し、 ISO 9001に準拠した「全社 ISO品質マニュアル」などのQMS関連規
程を設けて運用しています。
また、QMSの充実・改善を図るため、
ISO 9001に規定された外部審査と内部
監査を定期的に実施しています。2024
年度までに内部監査員は860名になりま
した。

プロジェクトの応札前、受注後の実行計画策定時、実行時、完工時には、
各フェーズで品質・技術上のリスクアセスメントを行い、対応策の実施状況を
確認しています。また、品質に関する情報はデータ化して社内で共有・蓄積し、
知見を組織の財産として活かすことで、品質確保と継続的な改善に取り組んで
います。さらに、当社およびグループ会社では、品質管理体制の強化を目的に、
各プロセスに対して継続的な監査を実施し、改善を継続しています。

※  ㈲日本ヒューマンファクター研究所が提唱する根本原因
分析手法J-RCAを採用。右記TOPICSに関連記事。

課題抽出・原因分析力の
ための講座

品質月間講演会

専門講座
毎年、根本的な原因分析と対策の立
案ができる専門家を育成しています※。
2024年度は専門講座を2回実施、51名
（累計約700名）が受講しました。

品質に関する講座
若手社員向けに「品質に関わる技術基礎講
座」を実施しており、2024年度は2回開催、
40名が受講しました。また、品質月間の11月
には、全社員向けに外部講師を招いて品質講
演会を開催し、約500名が視聴しました。

品質
マネジメント
基本規程

品質保証
マネジメント規程

QMSの規程

トップメッセージ 日鉄エンジニアリングとSDGs 特集
特集1 特集2
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安全衛生

日鉄エンジニアリンググループは、｢安
全」を経営の根幹と認識し、事業活動
のすべてにおいて「安全」を優先します。
また、健康経営の考え方を踏まえ、す
べての職場において衛生活動を推進
し、働く人の健康維持・増進に努めます。

基本方針

Health and Safety 

1.  安全衛生関連法令および業務規定、ルール
を遵守し、安全衛生管理レベルの維持向上
を図り、あらゆる災害の撲滅に努めます。

2.  安全に関するリスクの低減に取り組むととも
に、安全を強制でなく自ら推進する文化を
醸成し、『安全に強い会社』を目指します。

3.  社員、協力会社従業員等に対して安全衛生
に関する教育・啓発活動を推進し、安全衛
生知識の拡充と安全感性の向上を図ります。

4.  快適な職場づくりに努めるとともに、働く人
の心と体の健康の維持・増進に向けた環境
整備と機会提供を推進します。

※1  度数率＝(死傷者数〈休業１日以上〉/延
べ実労働時間数)×1,000,000

※2  強度率＝（延べ労働損失日数/延べ実労
働時間数）×1,000

※3  当社、国内主要子会社2社、タイ現地法
人TNSの社員合計5,019名が対象

■  労働災害の防止

■  健康経営の推進

労働災害ゼロを目指し、全社およびグループ会社を横断した連携体制のもと、安全教育やイベントを
通じて一人ひとりの安全意識を高め、災害の未然防止につなげています。現場では、「一人ひとりが危
険の排除、しない！ させない！ 危険な作業」というスローガンのもと、仲間意識をベースに、不安全行
動があれば互いに指摘し合い、災害リスクへの感度を高める安全文化の醸成を推進（「いい関係深め合
い活動」）。また、「危険体感訓練」を通じて、安全感度を高める取り組みを継続しています。

3大疾病の早期発見
主要な休業要因である「がん・脳心疾患・メンタル疾患」について、KPI目標を設
定し、早期発見・治療・復帰に取り組んでいます。生活習慣の改善を目的とした特
定保健指導も、実施率向上を目指して受診勧奨を行っています。
ストレスチェック 
毎年1回、労働安全衛生法に基づくストレスチェックを全社員対象に実施。2024
年度は93.8％が受検しました。ストレスチェックの結果、ワークエンゲージメント値は
2.7ポイントで、全国平均2.5ポイントと比べ良好な結果を継続して得られています。
健康チャレンジキャンペーン 
楽しみながら健康増進を図るイベント「健康チャレンジキャンペーン」を実施。2024
年度は1,617名が参加し、参加率は91.3％ でした。
産業医・保健師体制
全社員の健康管理をフォローできる産業医、保健師体制を本社（東京）および北

九州を中心に整備し、労働時間や健康関連施策に関する内容は安全衛生委員会な
どにて労働組合とも共有して取り組みを行っています。

危険体感訓練

66.2
特定保健指導実施率

2023年度
特定保健指導対象者のうち指導を終了した者の割合

%

2022 2023 2024 目標
胃がん受診率 55.0 % 63.4 % 57.9 % 50 % 以上

大腸がん受診率 82.7 % 81.0 % 79.9 % 90 % 以上

メタボ率 28.6 % 29.1 % 30.0 % 25 % 以下

喫煙率 19.2 % 19.3 % 21.6 % 15 % 以下

単独 連結※3

実労働時間 
（百万時間）

死亡災害 
（件）

 休業災害 
（件） 度数率※1 強度率※2 実労働時間 

（百万時間）
死亡災害
 （件）

 休業災害 
（件） 度数率※1 強度率※2

2022 9.56 0 3 0.31 0.051 22.78 0 17 0.75 0.070
2023 9.50 0 5 0.53 0.059 25.03 1 11 0.44 0.339
2024 10.38 0 5 0.48 0.752 25.59 0 15 0.78 0.330

健康経営優良法人
経済産業省より、優良な健康経営を実践している
企業として認定。
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サプライヤー表彰
TOPICS

当社事業に尽力していただいたお取引先に感
謝の意を表する「サプライヤー表彰」を実施し
しています。2024年度は、脱炭素化に向け
た取り組みに貢献していただいたお取引先を
含む12社を表彰しました。

1.法令・社会規範の遵守
建設業法・下請法・独占禁止法など、調達活動
を遂行する上で関連する全ての法令および社会規
範を遵守します。
2.公平・公正・誠実な取引
お取引先には公平な取引機会を設けるとともに、そ
の決定には競争を通じて公正な評価を行い、誠実
に調達活動を実施します。
3.環境への配慮
社会情勢や社会的要請に留意し、環境保全・環
境負荷低減に配慮した調達活動を推進します。
4.品質の維持・向上
お客様のニーズ実現に向け、お取引先とともに商
品・サービスの品質の維持・向上に努めます。
5.パートナーシップの構築
お取引先と相互に理解を深め、信頼関係を築き、長
期的かつ良好なパートナーシップの構築に努めます。

90%超

お取引先へのWEBアンケート実施率

2024年度
調達額全体に対する割合

調達
日鉄エンジニアリンググループは、お
取引先との協働・連携を基礎として、
以下の行動指針をお取引先および全
てのサプライチェーンの皆様と共有し、
社会的責任を果たしながら調達活動
を実施します。

基本方針

Procurement ■  サプライチェーン・マネジメント

■  法令・社会規範の遵守　サステナビリティ課題への取り組み

2024年度は、資機材における価格高騰、またお取引先各社の高負荷状況が
続いた一年でしたが、2025年度も引き続き国内外のサプライチェーンの皆様と
協力しながら安定調達に努めていきます。
お取引先との協力関係強化に向けて、WEBアンケートを実施しています。ア

ンケートは調達額に占める90％超のお取引先を対象としており、そのうちの60％
を超えるお取引先より回答を頂きました。カーボンニュートラルやSDGsに関連
する設問も含め、お取引先の声をきめ細かく把握することで調達施策の立案に
活用しています。
2025年には、サプライチェーン全体の共存・共栄関係の構築のために政府

や経済団体が推進している「パートナーシップ構築宣言」を、内容改訂の上で公
表しています。古い慣行が残る木型・金型の取引や、価格転嫁の適正化を含む
下請企業へのしわ寄せ防止などの方針を宣言しており、日本製鉄グループをあ
げて趣旨に賛同し取り組んでいます。　

当社では持続可能な社会の実現に向け、サステナブル調達に関してお取引先
へお願いしたい内容を定めて公開をしています。すべてのお取引先との契約約款
にも、環境・人権・コンプライアンスに関する条項を盛り込み、サプライチェー
ン全体での責任ある対応を推進しています。
隔年で開催しているサプライヤー向け説明会では、カーボンニュートラルや
SDGsに関する内容も盛り込み、2024年度は全体の約70％のお取引先にご参
加いただきました。
また、当社の若手調達担当者を対象とした研修を定期的に実施しています。
受講者は全調達担当者の約30％にあたり、法令・社会規範の遵守徹底とともに、
サステナビリティに関する意識向上を図っています。なお、調達担当者のうち約
30％がCPP 資格※を保有しています。
※  Certified Procurement Professionalの略。購買・調達業務に携わる人を対象に、購買・調達分野における専門的な知識を身に
付けていることを証明する資格。　
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3,275

人権
日鉄エンジニアリンググループは、多
様な価値観を尊重し、円滑なコミュニ
ケーションと協働により個性を活かす
ことで、豊かな価値を創造・提供して
いきます。こうした企業姿勢を内外に
示すため、国連の「ビジネスと人権に
関する指導原則」などに基づき「日鉄エ
ンジニアリンググループ人権基本方針」
を制定しています。

https://www.eng.nipponsteel.com/
sustainability/humanrights/

基本方針

Human Rights ■  人権デューディリジェンスの実施

■  人権侵害防止に向けた取り組み

■  救済措置の仕組み

当社グループは、人権に対する負の影響を特定し、防止・軽減などを図るための人
権デューディリジェンス（人権DD）を段階的に実施しています。
リスクの評価
各国際規範やガイドラインを参照の上、36項目の人権課題をリストアップし、その中

から業界特性や地域性を踏まえて、当社グループに関連する重要な人権課題として7項
目に絞り込みました。2024年度には、当社およびグループ会社を対象に、書面による
人権DDを網羅的に実施しました。
リスクへの対応
リスク評価で顕著な人権課題を特定した際は、その防止・軽減措置を講じるとともに、
負の影響を受ける方々や関係ステークホルダーとの対話・協議を真摯に行います。また、
全社の意思決定に関わる審議体であるサステナビリティ審議会へ対応内容を報告します。

社員の人権意識向上と教育
各種研修で人権尊重の意義を伝える他、全社員対象のハラスメント研修では、

セクシュアルハラスメントやパワーハラスメントを取り上げ、人権侵害防止に努め
ています。
調達パートナーへの働きかけ
お取引先に対し、人権尊重、差別の排除、安全で快適な労働環境の確保、
紛争鉱物を含まない資機材調達などを求め、サプライチェーン全体で倫理的な
事業活動を推進しています。2024年度に開催したサプライヤー向け説明会では、
当社グループの人権への取り組みを説明するとともに、お取引先との人権に関す
る対話の場を設けました。

人権を含むコンプライアンス問題に関する通報・相談窓口を設け、人権侵害事象に対する是正・救済メカニズムの構築をグルー
プ全体で推進しています。匿名性と秘匿性を確保し、社員に限らず幅広いステークホルダーからの通報・相談を受け付けています。

人権に関する研修参加者数（延べ）

名
2024年度

重要な人権課題
1. 安全で健康的な労働環境
2. ハラスメント
3.  人種・障がいの有無・宗教・社会的出身・
性別・ジェンダーによる差別

4. 児童労働・強制労働
5. 結社の自由・団結権・団体交渉権
6. 外国人労働者の権利
7. 地域住民の権利

人権侵害の
防止・軽減措置

人権リスクを
特定・評価

防止・解消
施策の効果を
評価

自社の
取り組みを

公表

当社グループの
人権DD

01

02

03

04
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介護に向き合う社員を支えるTOPICS

当社では、介護を職場全体で
支える課題と捉え、情報提供・
相談・制度の三位一体の支援
体制を整備。介護セミナーで
の情報提供や、介護専門員に
よる相談窓口の設置、テレワー
クや短時間勤務制度など柔軟
な働き方を可能にする制度も
導入しています。
引き続き、社員が安心して働き
続けられる環境づくりに取り組
みます。

人財
■  ダイバーシティ推進
当社は、多様な背景や価値観を持つ社員が、活き活きと働き続けられる職場づくりを
進めるとともに、互いの力を活かして成果を高められる組織を目指しています。
その一環として、女性活躍推進法に基づく行動計画を策定し、目標達成に向けて実
践的な取り組みを行うとともに、ライフイベントに応じた就業継続支援やキャリア形成支
援の制度を整備しています。
また、一人ひとりが安心して能力を発揮できる職場環境の構築に向けて、アンコンシャ
スバイアス研修やハラスメント研修を実施しています。

■  多様な働き方の実現
当社では、エンジニアリング業の特性に適した有給休暇
の取得促進として、年休取得奨励日の設定や工事間インター
バル休暇の取得などの施策を推進しています。
また、働く場所にとらわれない柔軟な勤務環境を実現す
るため、テレワーク制度や全国のシェアオフィスを活用し、
社員が業務の生産性と生活の質の向上を両立できる働き方
を推進しています。さらに、育児や介護などにより時間的制
約のある社員に対しても、安心してキャリアを継続できる環
境や支援を整え、多様な人財の活躍を促進しています。

目標1　 女性管理職数を2020年度末に比べ２倍以上（2024年度
末1.9倍）

目標2　 女性社員比率を高めるため新卒総合職採用における女性
比率を15%以上（2024年度15.4％）

目標3　 有給休暇の平均取得日数を年度16日以上（2024年度
16.5日）

女性活躍推進法に基づく行動計画　
（行動計画期間：2021年４月～2026年３月）

Human Resources

日鉄エンジニアリンググループは、人財
こそが当社における最重要の経営資源
であるという認識のもと、 会社と個人が
ともに革新・成長を実感できるような
最高の人財育成を行います。また、社
員が責任感と情熱をもって働き続けるこ
とができる集団となることを目指します。

基本方針

1.  社員が、その能力や活力を最大限発揮できるような
実力本位の人財マネジメントを推進します。

2.  「マーケット・お客様目線」、「社内外の連携」、「変革」
を重視し、一人ひとりが志を磨き、生産性向上と業
務の革新に継続的に取り組める人財を育成します。

3.  社員が一流のプロとなるべく自ら責任を持って主体的に
能力開発・キャリア開発を行う取り組みを支援し、継続
的な成長を成し遂げるための環境・機会を提供します。

4.  社員全員がダイバーシティを尊重し、多様な背景を持つ
社員が活き活きと働き甲斐を持って働き続けることがで
き、また、協働によって最高の成果を発揮することができ
るよう、雇用・労働条件、職場環境の改善に努めます。

68 %

男性育休取得率

2024年度

えるぼし認定（2段階目） 2017年～／厚生労働省
女性の活躍推進に関する取り組みが優良な企業を認定するもの

くるみん認定　2012年・2015年／厚生労働省
子育て支援に積極的に取り組んでいる企業を認定するもの
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■  能力開発・キャリア開発
当社では、以下の人財育成の考え方に基づき、人財開発体系（下図）を運用しています。

●　会社は、一人ひとりが成長を加速するための機会や仕組みを提供する
●　会社は、一人ひとりがリーダーシップを最大限発揮できるような環境を整える
●　社員は、一人ひとりが自律的に自身の能力開発・キャリア開発に向き合う

また、組織風土づくりとして、社員が働きがいを感じながら成長意欲を高め合える「フィードバック文化」の醸成を推進。
その浸透施策として、フィードバック研修や会社への建設的フィードバック、1on1などに取り組んでいます。
さらに、社員が主体的に成長し続けられる環境づくりを目指し、上司と部下の対話、メンター制度、人事部門とのキャ

リア相談、海外留学や社内公募などを積極的に運用しています。

階 層 役割期待（概要） 身につけたい能力 階層別研修 キャリア支援
上
級
リ
ー
ダ
ー

上
級
プ
ロ

上級リーダー： 管轄組織統率、経営寄与と、挑戦・成長す
る組織の仕組み作り

上級プロ      ： 社内外で通じる高度な専門性で経営参
画、テーマ探索・企画構想実行

●　戦略策定力
●　組織設計力
●　評価力
●　セルフプロデュース力

リ
ー
ダ
ー

プ
ロ

リーダー： 構成員の力の最大化、挑戦が起こる組織運営
プロ      ： 高度な専門性での業績貢献とテーマ探索・企

画構想・実行

●　組織設計、チームビルディング力
●　セルフプロデュース力
●　アカウンティング能力
●　課題設定型問題解決力（構想・発想）
●　アンコンシャスバイアスの知識

チーフ 自律的なプロジェクト推進と潜在ニーズへの問題解決・
挑戦

●　目標設定型問題解決力（潜在課題解決）
●　コーチング的対話力

エキス
パート

主体的な担当業務の遂行と、顕在ニーズの問題解決、周
囲に向けた問題提起やアイデア出し

●　発生型問題解決力（顕在課題解決）
●　問題発見・提起力
●　論理的思考力・文章作成能力
●　聴く・話す力

メンバー 上司の指示による担当業務の遂行および能力・知識向上 ●　仕事の基礎力

■ 人財開発体系

キャリアパワーアップ研修

40代キャリア研修 キ
ャ
リ
ア
採
用
者
研
修

上
司
部
下
対
話（
春
秋
／
年
２
回
）

30代キャリア研修

20代キャリア研修

3年目研修

事業戦略
研修
※選抜制

事業戦略
スキル研修
※選抜制

部下マネジメ
ント研修

ビジネス
基礎講座

PM講座

技術基礎講座

新
入
社
員
O
J
T

研
修（
上
司
編
）

新
入
社
員
O
J
T

研
修（
コ
ー
チ
ャ
ー
編
）

新任部長研修

新任室長研修

新任シニアマネジャー研修

新任マネジャー研修

新任エキスパート1級研修

新任エキスパート2級研修

新入社員研修

社員の声と共に会社の未来を創る
会社への建設的フィードバック

TOPICS

当社では、社員一人ひとりの視点を
活かし、組織のさらなる成長を目指す
「会社への建設的フィードバック」の
取り組みを2024年度より開始しまし
た。業務や制度、組織文化など幅
広いテーマについて、社員の率直な
意見を募集し、それらに対して管掌
役員が回答を公開。組織の進化を
後押しする、前向きな対話の場となっ
ています。

※この他、プレゼンテーション研修、ファシリテーション研修、公開講座、通信教育講座、英語e-ラーニング、TOEICなどの選択式研修も実施。

人事部 人事室

住永 圭一郎
Suminaga Keiichiro

人事部 人事室

本郷 明子
Hongo Haruko
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4,643

1. 次世代育成
次世代を担う青少年たちに、エンジニアリング
の醍醐味・面白さを伝える活動を推進します。

2. 地域社会（コミュニティー）への貢献
国内外の事業所及びプロジェクト実行現場に
おいて、地域社会（コミュニティー）の活性化・
発展につながる活動を推進します。

3. 環境保全
環境保全活動を積極的に行い、社会の持続
的な発展に貢献します。

4. 災害復興支援
国内外で発生する大規模災害に際して、被災
地のニーズに沿った社会貢献活動を推進します。

社会貢献

日鉄エンジニアリンググループは、以下
の４つの重点分野で社外団体とも連携
し、事業活動にとどまらない社会貢献
活動を推進します。 また、社会貢献
活動を社員の成長機会と捉え、その
参加を積極的に支援・促進します。

基本方針

Social Contribution ■  次世代育成

■  環境保全

■  地域社会（コミュニティー）への貢献

2021～ 2025年度の5年間で次世代育成プログラムへの延べ参加者数2,000
名をKPIに掲げ、全国で活動を展開しています。2024年度末時点で、累計参
加者数は4,643名に達し、目標を大きく上回る活動を推進しています。
中高生向け教育プログラム「情熱・先端 Mission-E」は、2024年度で10年

目を迎え、累計586名の生徒が参加しました。（詳細P26）
また、オフィスでの職場訪問受け入れ（2010年度よ

り実施、累計90校・1,062名）、建設現場での見学会、
小・中学校への「出前授業」、大学・高専での機械
設計、電気・制御設計、数値解析などの技術講座を
継続的に実施。エンジニアリングへの興味や理解を深
める機会を提供し、次世代の育成に寄与しています。

当社グループが一般廃棄物処理を担う四万十市と
協定締結し、四万十川流域で「日鉄エンジの森」活動
に取り組んでいます。間伐作業や自然体験を通じて環
境意識の向上と地域交流を図っています。
また、タイのグループ会社では、地域に根差した環
境保全に取り組んでいます。TNSではマングローブの
植樹を継続的に実施してきました。またNSETは現地
日系企業が行う植樹活動に賛同し、その活動に参加
しています。

北九州寮内の地域共生型ガーデン「エンジ村」で
は、児童館・NPO法人らと協働でさつま芋を栽培
するなど地域とのコミュニティー形成に寄与していま
す。（2012年度より実施、参加児童累計/316名）

大崎本社では2011年度より「お花
いっぱい大崎」活動に継続参加。花壇
の手入れや水やりを通じて、地域の景
観美化と住民との交流を深めています。

次世代育成プログラムへの参加者

名
2021～ 2024年度累計

働く時間の隙間で社会貢献
TOPICS

2014年度より、就業後や昼休みに気軽に
参加できる「アフターファイブボランティア」を、
本社と北九州技術センターで実施しています。
2024年度は、規格外として廃棄されるかまぼ
こ板を使って積み木づくりに挑戦。完成品は
地元の子ども施設へ寄贈しました。

職場訪問受け入れ

タイでの植樹活動

日鉄エンジの森活動
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586 名
（2015～2024年度累計）

情熱・先端 Mission-E
次世代育成を目的とした独自のSTEAM教育プログラム「情熱・
先端 Mission-E」を毎年開催しています。中高生が各校チームとなっ
て、約8カ月間にわたり社会課題の解決に挑む体験型学習のプログ
ラムで、当社のエンジニアが知識や考え方をアドバイスし、ミッション
完了まで伴走します。

エンジニア思考で社会課題に挑む、次世代育成プログラム

Mission-Eの活動動画は こちらから ご覧になれます！

Sustainability Topics

Mission-Eの体験談や大学生活の
紹介など、高校生と大学生の交流もできました。

現役大学生のMission-E経験者も応援に来てくれました！

Mission-Eに参加した 生徒・先生の声

環境課題の先進的
な取り組みについて
知識や思考を繰り広
げる、いい体験がで
きました。

審査員の方に、自分な
りのこだわりを貫いて
挑戦した姿勢を評価し
ていただけたことが、と
てもうれしかったです。

関東地区：エネルギーアイランドプロジェクト

2024年度は、関東の中学・高校の4チームが、浮体式洋上風力発電所
の設計・製作に挑戦。1/250スケールの浮体模型の設計・試作に取り組み、
波が発生する大型水槽での風車の安定性・発電テストと、環境共生アイデ
アのプレゼンテーションを通じて成果を競いました。

未来の浮体式洋上風力発電所を設計せよ

参加校    開智高等学校 / 聖光学院高等学校 / 日本体育大学柏高等学校 / 
立教池袋高等学校

北九州地区：エコロジープラントプロジェクト

2024年度は、北九州の中学・高校から4チームが参加。調理器具を一
つの工場と見立て、廃熱を動力や暖房に変換するプラント模型を開発しまし
た。コンテストでは実機モデルで検証を行い、熱効率や開発費用などを踏
まえた総合評価で成果を競いました。

廃熱を使った未来の工場を設計せよ

参加校    敬愛中学校・敬愛高等学校 / 西南女学院高等学校 / 
筑紫女学園高等学校 / 福岡舞鶴高等学校・福岡舞鶴誠和中学校

何もないところから自分
たちのアイデアが形づく
られていく中で、生徒た
ちは大きな達成感を得
ることができています。

2022年度文部科学省の
「青少年の体験活動推進企業表彰」で最優秀賞
（文部科学大臣賞）を受賞しました。

おしゃれやアイドルに関心
の高い生徒たちが、「物理
部から“ピタゴラ工房”に改
名したい！」と声を上げるほ
ど、モノづくりに夢中になる
姿が見られました。

任命式 / 
導入イベント

7月～8月

各校で開発
学校訪問

8月～10月

中間イベント

10月～11月

各校で開発
学校訪問

11月～2月

最終コンテスト

3月
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コンプライ
アンス
日鉄エンジニアリンググループは、コン
プライアンスの実践・徹底が、経営
の根幹であるとの認識のもと、事業活
動のあらゆる場面において、不正を防
止し、公正で透明性の高い事業活動
を推進します。

基本方針

15,468
コンプライアンス教育・啓発活動参加者数（延べ）Compliance

1.  国内外の法令・社会規範を遵守するととも
に、 高い倫理観に基づき、誠実に判断し行
動します。

2.  全てのステークホルダーの期待・要請に応
え社会的責任を全うすることにより、社会
から信頼される企業を目指します。

3.  教育・啓発活動を継続し、内部統制体制・
環境を整備することにより、全社員のコン
プライアンス意識の向上と健全な企業風土
の確立・維持に努めます。

2024年度

■  法令遵守と内部統制の強化

■  内部監査の実施

■  内部通報・相談窓口の整備・運用

■  教育・啓発活動

当社は、人権尊重、公正な取引、反社会的勢力との関係遮断など社員一人
ひとりが自覚を持って行動するべく、「コンプライアンス基本方針」および「法令
遵守マニュアル」を定め、実践しています。日本製鉄グループ全体で推進する「自
律的内部統制」の基盤強化施策と歩調を合わせ、法令・社会規範遵守の徹底、
高い倫理観に基づく誠実な判断・行動に努め、グループ各社の法令遵守、企
業倫理の徹底、リスクマネジメントなどを管理・支援しています。

発現すれば経営に甚大な影響をおよぼしかねないリスクに注力したテーマ別内部監査を実施するとともに、グループ会社・社内各
部門に対する網羅的監査とJ-SOX監査も並行して継続実施しています。

内部通報・相談窓口を社内外に設置し、社員、家族、取引先
などからの通報・相談を受け付けています。事故・事件、法令違反、
ハラスメントの未然防止や業務改善に活用しており、2024年度の
通報・相談は22件でした。2022年施行の改正公益通報者保護
法を踏まえて社内規程を改訂し、内部通報制度従事者教育、e
ラーニング、啓発ポスターなどによる周知・教育も継続しています。

■  内部統制・コンプライアンス意識調査
内部統制・コンプライアンス意識調査を3年に1回実施し、
職場における内部統制やコンプライアンスの実態、社員の認識
を把握しています。また、設問自体を教育・啓発の機会とし、
内部統制活動・施策の改善にも活用しています（2023年度、
第8回目を実施：回答者5,397名／回答率92.4%）。

階層別研修や法令遵守マニュアル説明会などを定期的に開
催し、コンプライアンスに関する教育・啓発活動を継続してい
ます。2024年度の独禁法遵守と営業秘密侵害の防止に関する
研修では、社長メッセージの発信に加え、社外専門家（弁護士）
によるWEB講習会とeラーニングを実施しました。さらに、重
要法令の遵守、ハラスメント防止、情報セキュリティなどに関す
るe-ラーニングも毎年実施しています。

受講者数 受講率

独禁法遵守・反贈賄 3,292 名 100 %

建設業法遵守 807 名 98.5 %

下請法遵守 1,976 名 99.5 %

ハラスメント 3,523 名 100 %

情報セキュリティ 5,870 名 95.8 %

■ 2024年度e-ラーニング受講実績

※  研修ごとに研修頻度、対象範囲が異なる

名

新入社員研修
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非財務ハイライト

単独 連結※1

2022 2023 2024 2024
雇用状況
社員数 （名） 1,648 1,577 1,809 4,284

男性 （名） 1,405 1,335 1,547 3,792

女性 （名） 243 242 262 492

臨時雇用者数 （名） 229 76 121 271

女性管理職　課長級以上 （名） 6 8 12 17

係長級 （名） 40 41 44 63

障がい者雇用者数/雇用率 （名/％） 42/2.5 33/2.2 57/3.0 117/2.7

新規採用者数 （名） 40 50 58 121

男性 （名） 26 38 44 99

女性 （名） 14 12 14 22

中途採用者数/採用者比率 （名/％） 59/60 48/49 62/52 170/58

離職者数/離職率 （名/％） 30/1.8 31/1.8 20/1.3 180/4.2

入社３年後就業継続率 （％） 93 96 92 81

平均年齢 （歳） 42.9 43.3 44.9 44.2

平均勤続年数 （年） 17 17 16 15

単独 連結※1

2022 2023 2024 2024
配偶者出産休暇取得者数 （名） 40 26 40 76

介護休業取得者数 （名） 1 1 1 2
工事間インターバル休暇取得者数/
取得日数 （名/日） 130/1,051 182/833 180/965 ー

従業員1人当たり年間総労働時間 （時間） 2,111 2,092 2,077 2,017

有給休暇取得日数（平均） （日） 17.1 17.3 16.5 16.6

労働時間および休暇・休業
育児休業取得者数 （名） 77 62 78 103

男性 （名） 49 31 46 67

女性 （名） 28 31 32 36

育児休業復職率 （％） 100 100 100 100

育児短時間勤務者数 （名） 35 39 45 57

男性の育児休業取得率 （％） 53 50 68 54

男性の育児休業取得日数（平均） （日） 16 38 29 58

能力開発・キャリア開発
研修受講者数※2（延べ） （名） 1,410 1,378 5,478 －
従業員1人当たり研修受講時間（平均） （時間） － － 24.6 －
PMP※3資格保有者数 （名） 92 68 70 －
技術士資格保有者数 （名） 64 75 109 114

一級建築士資格保有者数 （名） 140 137 159 163

一級施工管理技士資格保有者数 （名） 371 367 441 829
データサイエンティスト育成プログラム
受講者数 （名） 54 128 355 399

監理技術者（延べ） （名） － 2,665 2,806 3,138

弁理士 （名） － 4 5 5

弁護士 （名） － 2 2 2

博士課程修了者 （名） － 15 19 19

安全衛生
度数率 0.31 0.53 0.48 0.78

強度率 0.051 0.059 0.752 0.330

胃がん受診率 （％） 55.0 63.4 57.9 －
大腸がん受診率 （％） 82.7 81.0 79.9 －
メタボ率 （％） 28.6 29.1 30.0 －
喫煙率 （％） 19.2 19.3 21.6 －
社会貢献
次世代育成プログラム参加者数 （名） 1,108 1,453 1,533 －

連結

2022 2023 2024
雇用状況
社員数 （名） 4,923 5,471 5,610

社員数（当社＋国内主要子会社※1） （名） 3,909 4,210 4,284

■ 社会

〇上記数値は、当該年度末時点（障がい者雇用者数・雇用率のみ、当該年度の翌6月1日時点）
※1  単独＋日鉄パイプライン＆エンジニアリング㈱＋日鉄環境エネルギーソリューション㈱
※2  研修受講者数について、2022年度および2023年度は人事部主催の研修が対象、2024年度は人事部主催以外の研修も含む。
※3  PMP＝Project Management Professional（米国プロジェクトマネジメント協会の認定資格）
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非財務ハイライト

　売上高は、都市インフラ領域での案件規模差による減や製鉄プラント事業移管に伴う減はあるものの、
各領域とも高い受注残高を背景に一定の規模を維持しており、サービスビジネス領域においては電力取引
量増などもあり、前年度と同水準の4,004億円となりました。

　受注高は、都市インフラ領域における建築工事事業を中心に各領域で規模増となり、3,808億円となり
ました。受注残高は、引き続き高い水準で4,500億円となりました。

　当社はこれからもステークホルダーの皆様の視点に立った最適なソリューションを提案し、持続可能な循
環型社会の構築に貢献していきます。

2024年度事業概要

連結

2022 2023 2024
GHG排出量※４　（Scope 1＋2） （t-CO₂） ー ー 114,831

Scope 1 （t-CO₂） ー ー 108,586

Scope 2 （t-CO₂） ー ー 6,245

総エネルギー消費量 （GJ） ー ー 2,460,137

再生可能エネルギー消費量 （kWh） ー ー 131,860

産業廃棄物総排出量 （ton） ー 135,422 178,442

回収再利用廃棄物量 （ton） ー 131,966 175,204

（内、有害廃棄物量） （ton） ー 352 279

直接埋立量 （ton） ー 3,456 3,238

リサイクル率 （％） ー 97.4 98.2

廃プラスチック量 （ton） ー 1,023 950

大気汚染物質 NOX発生量 （ton） ー ー 87

大気汚染物質 SOX発生量 （ton） ー ー 5

連結

2022 2023 2024
売上高 （億円） 3,522 4,092 4,004

受注高 （億円） 4,314 3,341 3,808

受注残高 （億円） 5,500 4,700 4,500

連結

2022 2023 2024
通報相談件数 （件） 29 30 22
内部統制・コンプライアンス意識調査回答者数/
回答率※５ （名/％） － 5,397/92.4 －

単独

2022 2023 2024
GHG排出量　（Scope 1＋2） （t-CO₂） ー 7,618 5,965

Scope 1 （t-CO₂） ー 3,303 2,267

Scope 2 （t-CO₂） ー 4,315 3,698

脱炭素・低炭素商品の売上構成比率 （％） 46 56 51

環境貢献商品によるCO₂排出削減効果 （千t-CO₂） 23,195 25,581 27,559

現場におけるCO₂排出量 （t-CO₂/億円） 14.1 10.4 10.2

オフィスにおけるCO₂排出量 （ton） 2,853 2,748 2,656

水使用量 （㎥） ー 41,653 34,900

■ 環境

■ ガバナンス

※4  GHG排出量は、2024年度より対象会社を拡大したため当該年度のみを掲載。

※5  内部統制・コンプライアンス意識調査は3年に1回実施しており、2023年度は8回目の実施。

財務ハイライト

2022 2023 2024（年度）

国内
4,314

3,341
3,808841

652

653

3,473

2,689
3,155

海外

2022 2023 2024（年度）

国内

3,522

4,092 4,004

744

677 796

2,778
3,415 3,208

海外

2022 2023 2024（年度）

国内
4,314

3,341
3,808841

652

653

3,473

2,689
3,155

海外

2022 2023 2024（年度）

国内

3,522

4,092 4,004

744

677 796
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会社概要

社名 日鉄エンジニアリング株式会社

本社所在地 〒141-8604　
東京都品川区大崎1丁目5番1号
大崎センタービル

設立 2006年7月1日
日本製鉄㈱［当時：新日本製鐵㈱］の
エンジニアリング部門が分社独立

社員数 単独：1,809名
連結：5,610名
（2025年3月31日現在）

資本金 150億円

財務情報
（2024年度／連結）

売上高：4,004億円
受注高：3,808億円

拠点 国内支社・支店・工場
   北海道支店
   東北支店
   日本海営業所
   関東支店
   中部支社
   大阪支社
   九州支社
   北九州技術センター
   技術開発研究所
   若松工場

海外支店・事務所
   シンガポール事務所
   ベトナム支店
   インドネシア支店
   フィリピン支店

国内グループ会社
   日鉄パイプライン＆エンジニアリング㈱
   日鉄環境エネルギーソリューション㈱
   日鉄オフショアコンストラクション㈱
   日鉄エコマテリアルズ㈱
   ㈱あぼしクリーンシステム
   ㈱エコパークさいたま
   ㈱岩手沿岸南部クリーンシステム
   ㈱四日市クリーンシステム
   ㈱広島中央クリーンシステム
   ㈱東総クリーンシステム
   ㈱鳥羽志摩クリーンシステム
   ㈱かずさクリーンシステム
   ㈱北名古屋クリーンシステム
   ㈱堺クリーンシステム
   ㈱鳴海クリーンシステム
  ㈱西いぶりクリーンシステム
  ㈱浜松クリーンシステム
  ㈱日明クリーンシステム
   福岡西部ジェイコンビシステム㈱
   広島芦田川ジェイコンビシステム㈱
   北九州ジェイコンビシステム㈱

海外グループ会社
【中国】

   北京中日聯節能環保工程技術有限公司（BE3）
   日鉄設備工程（上海）有限公司（NSESH）

【タイ】

   THAI NIPPON STEEL ENGINEERING & CONSTRUCTION 
CORPORATION, LTD.（TNS）
   NS-OG ENERGY SOLUTIONS（THAILAND）LTD.（NSET）

【インド】

   NIPPON STEEL ENGINEERING INDIA PRIVATE LIMITED（NSEI）

【フィリピン】

   PNS Advanced Steel Technology, Inc.（PNS-ASTech）
   Philippine NSE Design Services, Inc.（PNSED）

事業・商品 環境・エネルギー
   廃棄物発電プラント
   下水汚泥固形燃料化システム（ジェイコンビ®）
   バイオマス発電プラント
   地熱発電関連プラント（地熱蒸気生産設備、バイナリー発電システム）　
   省エネ型二酸化炭素回収設備（ESCAP®）　
   洋上風力発電施設　
   エネルギープラント（LNG・LPG・原油受払基地・貯蔵設備等）
   CCS関連設備
   陸上パイプライン（天然ガス・石油・都市ガス等）　
   水道施設（パイプインパイプ工法、馬蹄形トンネル、水管橋等）
   石油・天然ガス生産設備（海洋プラットフォーム、海底パイプライン）　
   バイオマス利活用技術
   コークス乾式消火設備（CDQ）

都市・社会インフラ
   総合建築（工場、倉庫等）　
   システム建築　
   特殊鉄構（超高層・大空間鉄骨、木・鋼ハイブリッド構造）　
   免制震デバイス　
   土壌・地下水浄化　
   海洋インフラ整備（沿岸・港湾・洋上空港）
   橋梁商品

サービスビジネス
   オンサイトエネルギー供給事業
   電力小売　
   廃棄物発電プラント等の操業（O&M）
   スマート洗浄（HiPEA EcoFUL®）　
   大規模沖合養殖システム
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EY新日本有限責任監査法人 
CCaSS（気候変動・サステナビリティ・サービス）事業部 
エグゼクティブディレクター

山口 岳志

第三者意見

現在、世界的にサステナビリティ開示規制が理想
論から実務重視へとシフトしています。欧州でも、国
際競争力の回復のためESG（環境・社会・企業統治）
関連のルールをはじめとする規制枠組みの見直しの動
きが進められました。一方で、世界気象機関（WMO）
によれば2024年の世界平均気温は産業革命前より
1.55度上昇したとされており、気候変動が要因とされ
る様々な災害が世界中で頻発しています。日本の平
均気温も観測史上最高を記録しました。私たちが生
きていく場所はこの地球以外にはない以上、開示規
制の如何にかかわらずカーボンニュートラルに向けた
技術の確立・確保は引き続き重要であり続けると考え
られます。

今年度は貴社にとって中期経営計画「2025 目標と
戦略」の最終年度に当たります。今回のレポートでは、
貴社の中核技術である脱炭素関連プロジェクトの画
期的な歩みと、その技術を下支えする人的資本の取
り組みが特集として紹介されています。「第2世代バイ
オエタノール生産プロジェクト」と「働きがいと成長が
循環する職場」は貴社の社会的な重要性を示す上で
も示唆に富んだ好企画と思われます。
特集の1つ目は貴社の重点方針である「脱炭素化
社会への貢献」に則り、貴社が長年取り組まれている
バイオエタノール製造技術の革新的な進歩が紹介され
ています。我が国のCO2排出量のうち、全体の約2
割を運輸部門が占めている現在、この技術がカーボ

ンニュートラルの実現のために極めて重要な技術であ
ることが分かりやすく解説されています。このたびのプ
ラント稼働の知らせは、貴社のみでなく社会全体の脱
炭素の進歩に大きく寄与するものと思われます。今後
は、貴社の展開する脱炭素への取り組みがステーク
ホルダーの皆様と共に進んでいることを定量的に示す
上でも、Scope3の開示をぜひご検討ください。
特集の2つ目は「働きがいと成長が循環する職場」

と題し、事業の前線で活躍する4人の社員が在宅勤
務制度、フレックスタイム制度、社費留学制度などを
活用しながら、ワーク・ライフ・バランスと理想とする
キャリア形成の実現とを両立している様子が伝えられ
ています。社員一人ひとりのスキルや経験を貴重な資
本と捉える人的資本の考え方は現在重要なトピックと
なっていますが、この記事からも貴社がこの分野に力
を入れ、着実に成果につなげている様子を読み取る
ことができます。
不確実性が高まる世界情勢の中でも、サステナビリ

ティに関する高度な技術を持つ貴社の可能性は今後
も大きく広がっていくことが予想されます。貴社におか
れましては、次の中期経営計画に向けたさらなる構想
の中で、未来のマーケットにおける確固たるビジョン
を示していただけることを期待しています。

※ 本第三者意見は、本報告書の内容をEYとして保証、認証、評価しているものではありません。
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日鉄エンジニアリング株式会社
サステナビリティ・広報部 サステナビリティ室 
〒141-8604 東京都品川区大崎1-5-1

お問い合わせ
https://www.eng.nipponsteel.com/enquete/all/

本レポート掲載の写真、イラスト、記事の無断転載を禁じます

https://www.eng.nipponsteel.com/enquete/all/
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